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●　事務局だより　●

102号をお届けします。

◇　既存建物取引時における宅建業者のイン
スペクション（建物状況調査）説明義務など
を規定した宅建業法の一部を改正する法律案
が、平成28年5月27日に成立しました。詳細
については施行日までに決められるようです
が、中古住宅・中古マンションの取引におい
て、瑕疵に関するトラブルが多く見られてい
たことから、そのトラブル回避に役立つもの
と期待されます。
　本誌のメールマガジン「今日の視点」の平
成28年6月1日号（本号）及び平成28年3月
1日号（101号）において、関連記事を掲載
しておりますので、ご参考にしていただけた
らと思います。

◇　「平成27年度中の不動産関係事犯の検挙
状況と主な検挙事例」（警察庁）の検挙状況
一覧によりますと、無免許営業による検挙数
が昨年度の倍以上となっています。本号の「最
近の判例から」事例7でも、宅建業法違反が
疑われる事案を取り上げておりますが、無免
許営業（無免許営業幇助）の該当行為を行な
わないよう、慎重に業務を行っていただきた
いと思います。

◇　「平成27年度不動産広告の違反事例」（公
社首都圏不動産公正取引協議会）によります
と、重大な違反を行う可能性が高いなどとし
て、初めて表示規約第27条の3の規定に基づ
く「事業者名等の公表」が2社に対し行われ
ています。
　また消費者庁は、インターネットによる不
動産のおとり広告が後を絶たないとして、不

平成28年熊本地震により被災された皆様
に、心よりお見舞い申し上げます。
一日も早い復興をお祈り申し上げます。

動産公正取引協議会連合会に対し、平成28年
4月25日付にて、不動産のおとり広告に関す
る表示の取締りの一層強化の要請通知をして
います。
　インターネット広告は、メンテナンス不足
が即おとり広告となる可能性が高いことか
ら、寄稿の違反事例、あるいは各不動産公正
取引協議会が発行の「通信・メルマガ」など
を業務の参考としていただき「あやまってお
とり広告になってしまった」ということのな
いようにご注意をお願いします。

※�RETIOでは、今後の誌面の充実のため、アンケート
をお願いしております。ご協力いただけるようでした
ら、大変お手数ですが、アンケートページをコピーの
上、当機構宛にFAXいただけましたら幸いです。
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